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阪神・淡路大震災を
はじめとして、近年、
災害は複雑多様化、大
規模化しながら、相次
ぎ発生しており、今年
に入っても、有珠山や
三宅島の噴火、伊豆諸
島の地震、東海地方を
中心とする豪雨災害な
ど各種災害に対し、消
防関係者の懸命の努力
が続けられている状況
にあります。
このような中で、住民の安全確保に万全を期
する観点から、消防の対応力を強化することが
喫緊の課題となっています。
すなわち、消防職団員を中心とする人的パワ
ーや消防施設・設備等の物的パワーを充実させ
るとともに、消防組織の連携をさらに強め、消
防の総合力を充実強化していくことがきわめて
重要になってきています。
このため、小規模な消防本部の広域再編の積
極的な推進、中核的消防本部を中心とした連携
の強化、大規模災害等に際して広域的な応援に
当たる緊急消防援助隊の一層の充実など、新時
代に即した消防体制をめざして最大限の努力を
していく必要があります。
また、組織内・組織間や住民等との間の迅速・

的確な災害関連情報の
伝達が重要であり、IT
革命に対応して、消防
防災情報通信システム
の高度化を積極的に進
めなければなりません。
さらに、消防組織が、
いざという時にその持
てる力をフルに発揮す
るためには、日頃の訓
練が大切であり、地域
住民、自主防災組織、

災害ボランティア団体等との協力や防災関係機
関との連携を図りつつ、各地域でいろいろな角
度から工夫をこらした防災訓練に真剣に取り組
むことが肝要であると考えます。
消防は、その施設及び人員を活用して、国民
の生命、身体及び財産を災害から守る、という
重要な任務を有しており、住民の期待にこたえ
るべく、その対応力を一層強化していくことが
求められています。
平成１３年度の消防行政重点施策及び消防庁予
算概算要求においては、このような観点を重視
して各種の施策・予算を盛り込んでいるところ
であり、今後とも、消防の対応力の強化をめざ
し、積極的に取り組んでまいりたいと考えてい
ます。
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○はじめに

我が国は、これまで幾多の災害を経験して

きており、近年においても、戦後最大の被害

をもたらした阪神・淡路大震災が発生し、そ

の後も、地下鉄サリン事件、ナホトカ号海難

事故、茨城県東海村ウラン加工施設における

臨界事故のほか、各地における豪雨や台風に

よる災害などが起きています。

本年に入っても、有珠山や三宅島などの噴

火や伊豆諸島における群発地震などの自然災

害、地下鉄日比谷線脱線事故や群馬県におけ

る化学工場爆発事故など、各地で住民生活の

安全を脅かす災害・事故が相次いで発生して

います。

このため、消防防災行政に重要な役割を担

っている地方公共団体が、安全な地域社会づ

くりに向けその使命を十分に果たしていくこ

とができるよう、今後とも各般の施策を強力

に展開して消防防災行政の推進及びその体制

の充実強化を図っていく必要があります。

そこで、平成１３年度の消防行政重点施策に

おいては、�総合的な防災対策の推進、�特

殊災害対策の充実強化、�高度防災情報通信

体制の整備促進、�消防の対応力の強化、�

消防団の充実強化、�自主的防災活動の活性

化、�救急・救助業務の充実・高度化、�住

宅防火などの火災予防対策の推進、�危険物

施設等の安全の確保、	技術革新等に対応し

た規制改革の推進、
消防防災技術に係る研

究・開発の推進、�国際化への対応、の１２項

目を柱として、消防防災行政を推進していく

こととしています。

１．総合的な防災対策の推進

地域の防災基盤を整備するため、阪神・淡

路大震災以後の対策を踏まえつつ、防災拠点

施設、防災行政無線等の防災情報システム、

避難地、耐震性貯水槽の整備等を進めるほか、

公共施設等の耐震化を推進する。また、地震

防災対策特別措置法に基づき策定される地震

防災緊急事業計画に係る国の財政上の特例措

置の延長に向けての取組を踏まえ、今後の地

震防災対策を充実強化する。

さらに、地方公共団体の防災体制の強化を

図るため、都道府県、市町村を通じた災害時

の初動体制の強化、地域防災計画の見直しの

推進等を行う。特に、最近の火山災害の状況

を踏まえ、火山周辺市町村における火山災害

対策の強化を推進する。

加えて、広域防災拠点の整備等を推進する

とともに、大規模災害発生時等において、緊

急消防援助隊による広域消防応援の円滑な実

施を確保するため、登録部隊の増加など、そ

の体制の充実・強化を図る。

また、消防・防災ヘリコプターがおおむね

全国的に配置されたことを踏まえ、その広域

的活用を図るとともに、消防大学校における

訓練施設の整備の推進等航空隊員等の教育訓

練体制の充実を図る。

平成１３年度消防行政重点施策

総 務 課
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２．特殊災害対策の充実強化

原子力災害については、東海村ウラン加工

施設の臨界事故等を教訓とし、原子力災害対

策特別措置法の制定及び防災基本計画の見直

し等を踏まえ、地域防災計画の見直しの推進、

消防活動マニュアルの活用、放射線防護資機

材の整備等原子力防災体制の充実を図る。

また、石油コンビナート防災対策を充実強

化するとともに、防災アセスメントに対する

理解の増進と実施の推進を図る。

さらに、大深度地下災害や道路トンネル災

害等の特殊災害について、関係省庁と連携を

取りながら、適切な応急活動を実施するため

の具体的な方策の推進等、特殊災害対策の充

実強化を図る。

加えて、特殊災害に対する広域消防応援活

動を円滑に実施するため、緊急消防援助隊に

おける特殊災害部隊の充実を図る。

３．高度防災情報通信体制の整備促進

近年の情報化の進展を踏まえ、地域での情

報基盤の強化を図りつつ、大規模災害に適切

に対応するため、今後も災害に強い防災情報

通信ネットワークの整備・充実を図る。

また、IT（情報通信技術）革命に対応した

防災面での情報化を推進するため、衛星通信

システムや消防・救急無線などのデジタル化

の促進、防災GIS を活用した災害時におけ

る消防防災活動支援システムの充実を図ると

ともに、消防防災機関における情報化推進施

策の支援を図る。

さらに、画像情報の一層の活用等により国

と地方公共団体との間の情報の共有化を図る

とともに、小型衛星地球局用電話を開発する

など、高度防災情報通信体制の整備を一層推

進する。併せて、情報システムのセキュリテ

ィ対策の充実を図る。

４．消防の対応力の強化

複雑多様化する各種災害に適切に対処し、

住民生活の安全の確保を図るため、消防施設

の充実強化を重点的に推進する。

また、消防の対応力の強化を図るため、新

たな広域再編計画の策定等により小規模消防

の広域再編を積極的に進めるとともに、地域

における中核的消防本部を中心とした連携の

あり方等の新時代に即した消防体制について、

検討を行う。

さらに、より実践的な教育訓練を実施する

ため、消防大学校において映像情報技術の活

用等により教育訓練内容の高度化を図るとと

もに、その支援のもと消防学校等における地

域衛星通信ネットワーク等を利用した効果的

な教育手法の導入を図るなど、消防職団員等

の教育訓練の充実強化を進める。

また、消防職員の高齢化の進展に対応した

施策の検討等を行うとともに、消防職員委員

会の適切な運営がなされるよう指導・助言を

行う。

加えて、消防機関におけるサービス・機能

の充実を図るため、一般行政部門等との連携

を推進する。
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５．消防団の充実強化

地域防災のリーダーとしての消防団の役割

が一層期待される中で、コミュニティに根ざ

した幅広い地域活動を積極的に推進するとと

もに、自主防災組織や事業所の自衛消防組織

等との連携を進め、消防団を中心とした地域

の消防防災体制の充実強化を図る。

また、地域活動への適応性の向上やイメー

ジアップを図るための服制の改善、消防団で

の体験活動等を通じ、青年層・女性層の加入

を促進する。

あわせて、施設・装備の充実強化、団員の

処遇の改善及び公務災害の防止のための施策

を行うなど、消防団の充実強化を積極的に推

進する。

６．自主的防災活動の活性化

平常時から、住民に防災に関する情報を積

極的に提供することにより、防災意識の高揚

を図る。また、自主防災組織等の大規模災害

時における対応能力の向上、防災活動と福祉

等他分野の活動との連携強化等を図ることに

より、コミュニティ防災の活動環境を整備し、

災害時に重要な役割を担う自主的な防災活動

の活性化を促進する。

また、災害ボランティア団体と地方公共団

体等との連携を推進するなど、災害ボランテ

ィアの活動環境を整備する。

７．救急・救助業務の充実・高度化

救急救命士の養成、救急隊員に対する教育

訓練の充実を図るほか、救急救命士に対する

再教育を推進する等メディカルコントロール

体制の充実による救急業務の高度化を推進す

る。

また、ヘリコプターによる救急業務につい

ては、出動基準ガイドラインに基づく出動体

制の確立等その全国的展開を図るとともに、

運行不能期間中の代替機の確保方策や今後の

整備計画を検討する。

さらに、高規格救急自動車や高度救命処置

用資器材の整備を推進するほか、傷病者の救

命効果の向上を図るため、バイスタンダー（そ

の場に居合わせた人）により適切な応急手当

が実施されるよう住民等に対し応急手当の普

及啓発を推進する。

加えて、災害事象の複雑多様化に的確に対

応するため、救助技術の高度化、救助に関す

る教育訓練体制の充実及び資機材の計画的な

整備を図り、救助業務実施体制の充実強化を

図る。

８．住宅防火などの火災予防対策の推進

住宅火災による死者のさらなる低減を図る

ため、新しい住宅防火対策基本方針に基づき、

地域主導型の幅広い連携の下に、高齢者を主

な対象とした住宅防火対策をさらに推進する

とともに、防火に関する情報の積極的な提供

を促進する。

また、年々増加傾向にある放火火災の抑制

と被害軽減を図るため、放火火災予防対策マ

ニュアルに基づき、地域ぐるみの「放火され

ない環境づくり」と「放火による被害の局限

化」等の放火火災予防対策のさらなる推進を

支援する。

さらに、火災原因究明率を高めるため各消

防本部における火災原因調査体制の整備等を

支援するとともに、高度な技術を用いた消防

防災システムの整備、防火管理体制の充実、

効果的・効率的な立入検査の実施等により、

建築物の大規模化、多様化等に対応した総合

的な火災予防対策を実施する。

また、小規模な防火対象物や文化財に係る

火災予防対策の充実について検討し、一層の

推進を図る。
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９．危険物施設等の安全の確保

危険物施設等における事故件数が近年増加

傾向に転じていることから、消防機関による

立入検査等を強化するとともに、事業者の自

主的な保安確保に資するよう、経済・社会情

勢の変化を踏まえた危険物施設等の効果的な

保安管理のあり方について検討し、事故防止

の徹底を図る。

また、災害時における危険物等の情報を提

供するデータベースの拡充、危険物等の事故

データベースの構築を行い、危険物災害等へ

の対応、危険物施設等の保安の確保に活用する。

さらに、ヒドロキシルアミンについては、

消防法上の取扱いについて検討しているとこ

ろであるが、このような危険物に該当しない

物質で強い爆発危険性を有するものについて

調査し、取扱いについて検討する。

１０．技術革新等に対応した規制改革の推進

ニーズの多様化や技術革新等に適切に対応

するため、安全性の確保に十分配慮しつつ、

消防用設備等や危険物の規制に関する技術基

準の性能規定化、石油コンビナートにおける

防災資機材の多様化・省力化など、社会的要

請に対応した規制改革の一層の推進を図る。

また、各種手続の簡素化・効率化を図るた

め、消防防災の分野における申請・届出等の

電子化を推進する。

１１．消防防災技術に係る研究・開発の推進

最近の科学技術の進展を踏まえつつ、安全

で安心な地域社会づくりに資するため、独立

行政法人消防研究所を活用した研究・開発を

推進する。また、消防防災技術の高度化を促

進するため、消防防災に係る技術について、

最近の科学技術の動向や社会のニーズを十分

把握し、より効率的に、かつ、充実した研究

・開発を推進するための体制の整備を図る。

さらに、資源の再利用など環境保護につい

ての社会的要請を踏まえ、消防用設備等のリ

サイクル・リユースに係る技術の研究・開発、

ハロン代替消火剤の研究等を進める。

１２．国際化への対応

消防防災に関する共通の課題への対応を図

るため、中国・北京消防訓練センタープロジ

ェクト等開発途上諸国への消防技術協力や、

アジア諸国を中心とした海外の消防関係者と

の交流など、消防における国際協力・交流を

積極的に推進するとともに、海外における大

規模災害発生に際して派遣される国際消防救

助隊の充実強化を推進する。

また、消防機器等に係る国際規格及び国際

基準の策定に積極的に参加するとともに、諸

外国で導入が進んでいる危険物施設に係る新

しい安全性評価手法、危険物の分類に関する

試験方法等に関する調査研究を行う。

さらに、地球環境の保全に資するためハロ

ン消火剤等の適正な管理を推進する。
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１．概算要求基準

� 平成１３年度予算の概算要求については、

８月１日に閣議了解された「平成１３年度予

算の概算要求に当たっての基本的な方針に

ついて」に従って行うこととされたところ

でありますが、その基本的な考え方として

は、「今後の財政運営については、公需か

ら民需へのバトンタッチを円滑に行い、景

気を本格的な回復軌道に乗せるよう引き続

き全力を挙げつつ我が国経済の動向等を注

意深く見ながら適切に対応するとともに、

財政の効率化、質的改善に取り組むことと

する」とともに、「平成１３年１月より、中

央省庁等改革による新省庁体制が発足し、

平成１３年度予算は新体制での初の満年度予

算となることに鑑み、従来にも増して施策

内容を総点検した上で編成する。また、新

たに府省が再編されることを踏まえ、関係

省庁は要求段階から緊密な連携を図る」こ

ととされております。

� 具体的には、平成１３年度予算の概算要求

に当たっては、

ア 前年度当初予算額に相当する額に、人

件費に係る義務的経費の増を加算し、前

年度当初予算における「配分重点化対象

経費額」（文教及び科学振興費並びにそ

の他の事項経費からそれぞれの経費中の

人件費等に該当する額を控除した額の合

計額に相当する額）に１，０００分の１９を乗

じた額と平成１２年度の九州・沖縄サミッ

トの開催に必要な経費等（平成１２年度予

算における特殊要因分）を控除した額と

すること

イ 日本新生プランの重要４分野である

IT 革命の推進、環境問題への対応、高

齢化対応及び都市基盤整備を中心に、新

産業創造の観点を踏まえた人材育成や福

祉・介護分野、科学技術等、２１世紀にお

ける我が国経済社会の新生に特に資する

施策に特段の予算配分を行うこととし、

公共事業関係費を除く経費について、総

額２，５００億円の「日本新生特別枠（非公

共）」を設定すること

ウ いわゆる「その他補助金等」につい

ては、その範囲の見直しを図りつつ、そ

れぞれ所管ごとにその１割を削減するこ

と

等とされています。

これらを踏まえ、消防庁においては、

平成１３年度予算の概算要求を以下のとお

り行うこととしました。

２．消防補助金

� 分類

財政構造改革法により、地方公共団体に

対する補助金については、「制度等見直し

対象補助金等」と「その他補助金等」とに

分類されており、この分類の考え方は、平

成１３年度の概算要求においても維持されて

います。これによると、消防補助金は、次

のように整理されます。

ア 「制度等見直し対象補助金等」は、大

震火災対策と特殊災害用消防に係る「施

設もの」（公債発行対象経費）や「設備

もの」であり、別表の「１ 消防防災施

設整備費補助金」と「３ 消防防災設備

平成１３年度消防庁予算概算要求の概要

総 務 課
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整備費補助金」が該当します。

イ 「その他補助金等」は、「制度等見直

し対象補助金等」以外の「施設もの」や

「設備もの」であり、別表の「２ 市町

村消防施設整備費補助金」と「４ 市町

村消防設備整備費補助金」が該当します。

� 要求の考え方

１で述べた概算要求基準を消防補助金に

あてはめると、総額の約半分を占める「そ

の他補助金等」、つまり、「２ 市町村消防

施設整備費補助金」と「４ 市町村消防設

備整備費補助金」の要求合計額は、平成１２

年度予算額の１割減（△１０億１１百万円）と

ならざるを得ません。

このように消防庁にとって大変厳しい要

求基準となっておりますが、地方公共団体

からの要望に適切に対応するため、次の点

に重点を置きながら、災害に強い地域づく

りを推進するために必要な消防補助金の所

要額の確保に努めることとしました。

ア 最近の大規模災害発生時等における緊

急消防援助隊などの広域応援の必要性の

高まりを踏まえて、緊急消防援助隊の関

係事業を拡充し、所要額を確保すること

イ 消防団の充実強化のため、関係事業の

所要額を確保すること

ウ 地震防災対策の強化を図るため、関係

事業の所要額を確保すること

� 要求内容

この結果、消防補助金全体では、対前年

度２．４％増（４億５６百万円増）の１９３億２６百

万円を要求することとしましたが、具体的

には次のようになります（別表参照）。

ア 「制度等見直し対象補助金等」につい

ては、「１ 消防防災施設整備費補助

金」及び「３ 消防防災設備整備費補助

金」において、緊急消防援助隊関係の施

設及び設備について、新たに消防艇、消

防ポンプ自動車、ヘリコプター等を補助

対象に加えるなど、メニューの拡充と大

幅な増額を行うことにより、地方公共団

体の要望に積極的に応えられるよう、全

体で対前年度１６．７％増（１４億６７百万円

増）の１０２億２８百万円を要求することと

しております。

イ 「その他補助金等」については、１割

削減の結果、「２ 市町村消防施設整備

費補助金」は２億７３百万円の減、「４

市町村消防設備整備費補助金」は７億３８

百万円の減、合計で１０億１１百万円の減と

なり、総額で９０億９８百万円となりますが、

消防団活性化総合整備事業については

１１．４％の増、また、消防団拠点施設等整

備事業については前年度同額とするなど、

消防団の充実強化に資することができる

よう配慮しております。

３．特別枠

� 平成１３年度予算の概算要求に当たっては、

２１世紀における我が国経済社会の新生に特

に資する施策に特段の予算配分を行う観点

から、公共事業関係費を除く経費について、

総額２，５００億円の「日本新生特別枠（非公

共）」が設定されました。

� 消防庁としては、この特別枠の趣旨を踏

まえ、一定の基準により算出される総務省

要望枠４００億１２百万円のうち３７億６６百万円

（ちなみに自治本省分は４６億３８百万円）を

使って、次の事業を要望することとしてお

ります。

ア IT 革命の推進

○消防防災分野の高度情報化の推進

１８億 ５百万円
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・消防防災活動への通信衛星等の新た

な活用方策の開発 ６億６４百万円

（小型衛星電話の開発等）

・IT を活用した消防力の効率的運用

のためのシステム開発

７億９５百万円

（GPS を活用したヘリコプター動

態情報システムの開発等）

・インターネットを活用した被災住民

向け災害情報システムの開発

３億４６百万円

イ 環境問題への対応

○クリーンエネルギー源の安全性に関す

る研究施設の整備 １２億４７百万円

ウ 高齢化対応

○高齢化社会に対応した火災予防・通報

システムの開発 ３億８２百万円

エ 都市基盤整備

○都市型放火火災の防止に向けた街づく

り ２億２８百万円

○大深度地下等における消防隊員の位置

特定システムの開発 １億４百万円

� 各省庁ごとの特別枠の割当については、

平成１２年度の特別枠の配分実績に相当する

額に、前述１�（ア）の配分重点化対象経費

額の１００分の５に相当する額と、各省庁ご

とに５０億円を基準とした基礎額を加算した

額とされていることから、公共事業分を含

めた「日本新生特別枠」全体の各省庁から

の実際の要望額については、要望枠の２～

３倍となっているとも伝えられていますの

で、今後の予算編成作業は大変厳しいもの

となっていくものと予想されます。

� なお、平成１３年度概算要求においては、

中央省庁等改革の本旨を踏まえ、施策の融

合化や事業間の連携を推進する等の観点か

ら、それらの施策に対して特段の予算配分

を行うこととし、公共事業関係費を除く経

費について、総額５００億円の「日本新生特

別枠（非公共留保枠）」が設定されています

が、この特別枠の要望については、８月末

日を期限とする要望には含めず、その後の

予算編成過程における検討を踏まえて要望

を行うこととされています。

４．消防補助金及び特別枠以外の消防庁の概

算要求額

以上２及び３に述べた事項以外の消防庁の

概算要求は、４５億９６百万円であり、前年度

（サミット経費等の特殊要因を除く）に対し

１２．３％減（６億４３百万円減）となっております。

このうち、主要な新規要求事項は次のとお

りです。

・新時代に即した消防体制のあり方に関する

検討

・文化財の火災予防対策の充実に関する調査

研究

・危険物等事故情報研究・活用システムの構築

・災害弱者施設の防災強化のための検討

・津波対策の推進に係るマニュアル作成

・情報ネットワークを活用した情報モニター

整備の調査研究

・防災無線の高機能化の検討

・災害時における１１９番通報の集中状況を把

握する仕組みの検討

・大規模地震災害発生時における人命検索の

あり方の調査検討

なお、消防研究所が平成１３年４月１日に独

立行政法人化されることに伴い、今後独立行

政法人消防研究所に要する経費については、

施設の整備に要する経費であって公債発行対

象経費であるものについては「施設費補助

金」、それ以外の経常事務費、試験研究費等

の経費については「運営費交付金」として、

それぞれ消防庁予算の中で要求することとさ

れております。
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平成１３年度消防庁予算概算要求額一覧
（単位：百万円、％）

事 項
１２ 年 度
予 算 額

（A）

１３年度予算
概算要求額

（B）
比較増減
（B）－（A）（C）

対前年度比
（C）／（A）

備 考

１ 消防防災施設整備費補助金 ４，２６９ ４，６２１ ３５２ ８．２

	 大震火災対策施設等整備費補助金 ３，９９３ ４，３９９ ４０６ １０．２

（ア）耐震性貯水槽 ３，３１５ ３，３４８ ３３ １．０

（イ）備蓄倉庫 １６３ １６４ １ ０．６

（ウ）画像伝送システム ５０８ ５０８ ０ ０．０

（エ）緊急消防援助隊関係施設 － ３６６ ３６６ 皆 増 拡充…消防艇

（オ）その他 ７ １３ ６ ８５．７


 特殊災害用消防施設整備費補助金 ２７６ ２２２ △ ５４ △ １９．６

（ア）林野火災対策防火水槽 ２２９ １７５ △ ５４ △ ２３．６

（イ）林野火災用活動拠点広場 ４７ ４７ ０ ０．０

２ 市町村消防施設整備費補助金 ２，７２９ ２，４５６ △ ２７３ △ １０．０

（ア）防火水槽 １，４６９ １，２５８ △ ２１１ △ １４．４

（イ）救急用ヘリコプター離着陸場 １５ １５ ０ ０．０

（ウ）消防団拠点施設等整備事業 ８１１ ８１１ ０ ０．０

（エ）消防艇 １１９ ３８ △ ８１ △６８．１

（オ）消防広域化推進事業 ７０ ７３ ３ ４．３

（カ）消防車両動態管理情報システム １６２ １６２ ０ ０．０

（キ）消防用高所監視施設 ８３ ２８ △ ５５ △ ６６．３

（ク）消防用ヘリコプター附帯施設 － ７１ ７１ 皆 増

３ 消防防災設備整備費補助金 ４，４９２ ５，６０７ １，１１５ ２４．８

消防ポンプ自動車

化学消防ポンプ自動車

はしご付消防ポンプ自動車

拡充等… ヘリコプター

ヘリコプターテレビ電送システム

救助工作車

高規格救急自動車

	 大震火災対策設備等整備費補助金 ４，２７０ ５，３７６ １，１０６ ２５．９

（ア）大震火災対策資機材 ５００ ５００ ０ ０．０

（イ）防災無線 ２，４３１ ２，５６３ １３２ ５．４

（ウ）コミュニティ防災資機材等整備事業 ８２ ６１ △ ２１ △ ２５．６

（エ）緊急消防援助隊関係設備 １，０７３ ２，０８０ １，００７ ９３．８

（オ）画像伝送システム １６８ １６８ ０ ０．０

（カ）その他 １６ ４ △ １２ △ ７５．０


 特殊災害用消防設備整備費補助金 ２２２ ２３１ ９ ４．１

（ア）林野火災対策資機材 ３５ ３０ △ ５ △ １４．３

（イ）石油コンビナート防災資機材 １８７ ２０１ １４ ７．５

４ 市町村消防設備整備費補助金 ７，３８０ ６，６４２ △ ７３８ △ １０．０

（ア）消防ポンプ自動車 ２，４８５ ２，２６２ △ ２２３ △ ９．０

（イ）小型動力ポンプ付積載車 ２６４ ２６６ ２ ０．８

（ウ）小型動力ポンプ付水槽車 １７２ １７３ １ ０．６

（エ）化学消防ポンプ自動車 ３５１ ３２２ △ ２９ △ ８．３

（オ）はしご付消防ポンプ自動車 １，２７５ １，１８０ △ ９５ △ ７．５

（カ）ヘリコプター ３４６ ０ △ ３４６ 皆 減

（キ）ヘリコプターテレビ電送システム ７４ ０ △ ７４ 皆 減

（ク）消防緊急通信指令施設 ７７７ ７７７ ０ ０．０

（ケ）消防団活性化総合整備事業 ５０９ ５６７ ５８ １１．４

（コ）救急業務高度化資機材緊急整備事業 ９９０ ９７２ △ １８ △ １．８

（サ）救助資機材等総合整備事業 １１４ １０８ △ ６ △ ５．３

（シ）その他 ２３ １５ △ ８ △ ３４．８

�．消防補助金計 １８，８７０ １９，３２６ ４５６ ２．４

内
訳

制度等見直し対象補助金等 １＋３ ８，７６１ １０，２２８ １，４６７ １６．７

その他補助金等 ２＋４ １０，１０９ ９，０９８ △ １，０１１ △ １０．０

�．特殊要因（サミット、中央省庁等再編関連経費等） ２，３９９ ０ △ ２，３９９ 皆 減

�．その他 ５，２３９ ４，５９６ △ ６４３ △ １２．３

小 計 ２６，５０８ ２３，９２２ △ ２，５８６ △９．８

（参考）特殊要因を除く計 ２４，１０９ ２３，９２２ △ １８７ △ ０．８

�．日本新生特別枠 － ３，７６６ ３，７６６ 皆 増

IT 革命の推進 － １，８０５ １，８０５ 皆 増

環境問題への対応 － １，２４７ １，２４７ 皆 増

高齢化対応 － ３８２ ３８２ 皆 増

都市基盤整備 － ３３２ ３３２ 皆 増

合 計 ２６，５０８ ２７，６８８ １，１８０ ４．５

－９－



国際消防救助隊は、全国各地の消防救助隊員
から編成され、我が国の国際協力の一環として
派遣される国際緊急援助隊救助チームの中核と
して、海外の大災害における救助活動に積極的
に参加しています。
昭和６１年４月の発足時から現在までに、計１１
回の海外派遣実績を有しており、その高度な人
命探索・救助技術を用いた救助活動に対して、
被災国より高い評価が寄せられているところで
す。昨年は、コロンビア、トルコ及び台湾で発
生した大規模地震災害に対して派遣が行われま
した。

消防庁においては、被災国からの出動要請後、
速やかに国際消防救助隊を被災国へ派遣できる
体制をさらに充実強化することを目的として、
国際消防救助隊登録消防本部及び登録隊員数を
現行の４０消防本部５０１名体制から６２消防本部５９１
名体制に拡充いたします。
今後、関係都道府県及び消防本部と登録等の
具体的な作業をすすめ、本年度末を目途に、新
体制への移行を完了する予定としております。

国際消防救助隊登録本部の拡充

平成１１年９月 台湾で救助にあたる国際消防救助隊

国際消防救助隊の派遣体制の充実強化

救急救助課

現行登録消防本部（４０消防本部）
札幌市消防局
仙台市消防局
千葉市消防局
東京消防庁
川崎市消防局
横浜市消防局
名古屋市消防局
京都市消防局
大阪市消防局
神戸市消防局
広島市消防局
北九州市消防局
福岡市消防局
八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部
郡山地方広域消防組合消防本部
川口市消防本部
市川市消防局
船橋市消防局
松戸市消防局
新潟市消防局
上越地域消防事務組合消防本部
静岡市消防本部
浜松市消防本部
岐阜市消防本部
東大阪市消防局
吹田市消防本部
堺市高石市消防組合消防本部
枚方寝屋川消防組合消防本部
西宮市消防局
尼崎市消防局
岡山市消防局
倉敷市消防局
福山地区消防組合消防局
下関地区広域行政事務組合消防本部
徳島市消防局
高松市消防局
長崎市消防局
佐世保市消防局
熊本市消防局
鹿児島市消防局

新規登録消防本部（２２消防本部）
秋田市消防本部
高崎市等広域消防局
宇都宮市消防本部
茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防本部
浦和市消防本部
大宮市消防本部
川越地区消防組合消防本部
朝霞地区一部事務組合埼玉県南西部消防本部
市原市消防局
佐倉市八街市酒々井町消防組合消防本部
柏市消防本部
相模原市消防本部
横須賀市消防本部
藤沢市消防本部
長野市消防局
松本広域消防局
金沢市消防本部
奈良市消防局
豊中市消防本部
守口市門真市消防組合消防本部
姫路市消防局
松山市消防局

－１０－


